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す。しかし、ボーリングデータ等の原データは、
データ提供機関と防災科学技術研究所において、
利用目的等を限定した契約に基づき借用したも
のが大半を占めているため、防災科学技術研究
所内部での利用に限定されています。今後デー
タ公開を促進するためには、自治体等のデータ
ベース構築主体に対する財政的、制度的、人的
側面での支援をはじめ、地下構造データの取得、
保持、開示の義務、および利用に関わる諸権利
（所有権、財産権、個人情報保護法など）を踏ま
えた法的な整備も視野に入れた取り組みが必要
と考えられます。
　また、構築されたデータベースを継続的に
維持管理可能な体制づくりを進めるためにも、
データベースの利活用の促進と、そのための環
境整備を進めることが、特に重要となっていま
す。地下構造に関する情報が、一般の人々に対
してもより身近でわかりやすいものとなるよう
な、情報公開のシステムづくりや、防災科学技
術研究所で開発を進めている災害リスク情報プ
ラットフォームが目指しているような、各種
データの相互運用機能を実現することにより、
地下構造に関する情報を他の情報と合わせるこ
とにより、より付加価値の高い情報を生み出し、
それらを利活用するためのシステム作りは、今
後我々が目指すべき１つの方向であると考えら
れます。
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が可能となっています。ポータルサイトの構築
により、各機関のデータベース上にある地下構
造データのサービスが統合されるため、利用者
はあたかも１つのサービスであるかのように、
ポータルサイトからデータの検索やダウンロー
ドを行うことができます。ポータルサイトでは、
データベース管理サーバから配信される地下構
造データに対して、統括的な管理や表示・検索・
情報提供などを行っています。
今後の課題
　「統合化地下構造データベースの構築」にお
いては、これまで個別のプロジェクト等で収
集・整理されてきたデータを１つにまとめ、府
省をまたがる関係機関と連携し、ネットワーク
を介しシームレスにデータを利用者に提供でき
るデータベース構築を目指してきました。
　地下構造に関するデータの円滑な流通は、地
下構造データベースの活用において実務的な面
からも重要なことでありますが、課題も多く
残っています。例えば、防災科学技術研究所が
収集したボーリングデータ等を用いてモデル
化したものに関しては、防災科学技術研究所の
責任のもと原則公開を行う予定となっていま
図４　ジオ・ステーションの Web 画面の例
